
 

大月市第７次総合計画策定基本方針 

 

１ 策定趣旨 

大月市では、平成１９年（２００７年）に平成２８年（２０１６年）度を目標年次とした、本市の将

来を見通した長期にわたる経営の基本を確立するために、「大月市第６次総合計画」を策定しました。 

その基本構想では、「信頼と協働のまちづくり」を基本的な理念とし、将来像として「郷土に愛着と

誇りを持ち、豊かな自然の恵みを生かし、一人ひとりにやさしく、安全で安心して、健康で住み続ける

ことのできる活力のあるまち」を掲げ、目指すべきまちの姿や目指すべき行政の姿（基本目標）とそれ

らを達成するための個別目標を示しています。  

しかし、計画策定後の我が国は、リーマンショックによる景気低迷、デフレの影響や雇用情勢の悪化

など、社会経済情勢は不安定となり、本市においても、人口減少、少子高齢化の急速な進展、景気の低

迷、東日本大震災による災害対策の強化など、安全で安心して住み続けることのできる基盤整備の充実、

健全な財政運営を維持しながらの多様な市民ニーズへの対応が求められています。 

改めて、本市のまちづくりを考えたとき、行政と市民が基本理念である「協働」を互いに共有する中

で、その実現に向けた取組を進化することが重要であると考えています。 

しかしながら、国においては、平成２３年８月の地方自治法の一部改正により、地方の自由度と責任

の拡大を図るため、「市町村の基本構想の策定」の義務付けを廃止し、市町村の基本構想の策定は，各

市町村の判断によるものとなりました。 

本市においては、首都圏に近い山梨県東部地域にあるため、人口減少は急激に進み、少子高齢化等に

よる諸課題が発生したことから、「人口問題」を重要課題とし、人口減少に歯止めをかけると共に、住

みよい生活環境整備をすることで、将来にわたって活力ある大月市を維持して行かなければなりません。 

この様な中で、国は、地方に対して長期的な視野に立った、持続可能な行政運営を行うことを求め、

公共施設等総合管理計画や固定資産台帳の整備、また、人口ビジョンや総合戦略等の各種計画策定につ

いて要請してまいりました。  

既に、平成２７年度中には大月市人口ビジョン、大月市版総合戦略を策定し、現在は、大月市公共施

設等総合管理計画、おおつき創生（都市計画マスター）プランなどを策定中で、平成２８年度中に作業

が完了する予定ですが、これらの計画は、本市の将来の方向性を示す計画になるとともに、その上位計

画となる総合計画は、市の総合的かつ計画的な行政の運営を図るための計画であるため、策定中の各種

計画との整合性を図る必要があります。 

現在の第６次総合計画は、平成２８年度を終期としており、次期計画は、平成２９年度からスタート

しなければならないところでありますが、このような状況を勘案する中で、現総合計画の成果を検証し、

計画策定を１年延ばしたうえで、広く市民からの意見を十分に取り入れるための時間を確保しながら、

平成３０年度以降における、大月市の新たな将来像を明らかにし、長期的視野に立った市の指針を示す

第７次総合計画を策定します。 

 

２ 総合計画の構成、期間 

総合計画は、市の行財政運営の指針となる最上位の計画として、平成３０年度から平成３９年度まで

の１０年計画における、基本構想、基本計画（前期・後期）、実施計画の三層により構成する。  

（１）基本構想 

基本構想は、まちづくりの長期的な指針として、理念や１０年後の市の将来像や基本目標を示し、

計画期間は、平成３０年度から３９年度までの１０年間とする。 
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（２）基本計画 

基本計画は、本市の将来像を実現するため、基本目標・個別目標に示す体系に基づき、具体的な施

策内容を示す５年ごとの計画とし、前期と後期に分けて策定して、前期計画の期間は、平成３０年度

から３４年度までの５年間とし、後期計画の期間は、平成３５年度から３９年度までの５年間とする。 

（３）実施計画 

３年間を計画期間とし、財政状況の変化等を勘案して毎年度策定する。 

 

３ 策定体制 

（１） 庁内体制  

総合計画の策定にあたっては、総合計画策定委員会を設置し、全庁的な体制とする。  

ア 策定委員会  

総合計画の市民会議から提案された総合計画における基本構想の素案を踏まえ、基本構想の原案

の策定及び基本計画の企画・立案を行う。 

※人口問題に対応するため、先行して「大月市生きがい創生委員会」を設置する。  

イ ワーキンググループ  

市民会議と共同で総合計画における基本構想の素案の作成を行うとともに、基本計画の企画・立

案を行う。  

 

（２） 市民参画  

  ア 市民会議（ワークショップ等）の設置 

市民の視点からまちづくりに対する意見を聴取する。 

※ 人口問題に対応するための「大月市人口問題・地域活性化を考える市民会議」を設置する。 

なお、この会議は、市民会議に先行して協議を始めることとする。 

  イ 市民意向調査（アンケート等）の実施 

広範な市民の意向等を調査・把握する。 

  ウ パブリックコメントの実施 

基本構想（案）について、市民から意見を求める。 

 

（３）総合計画審議会 

大月市総合計画審議会条例に基づき、総合計画についての調査及び審議のため、学識経験者、市議

会の議員、市職員及び市民の代表で構成する総合計画審議会を設置する。 

 

４ 策定スケジュール 

第７次総合計画の策定スケジュールは、別紙スケジュール（案）のとおりとし、２９年１２月議会で

基本構想の議決を目指す。 

 


